
【一般会計】

【特別会計】

【準公営企業会計】

【企業会計】

※四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

うち 震災対応分 266,839 212,190 ▲ 54,650 79.5
うち 通　常　分 1,328,858 1,377,222 48,363 103.6

うち 通　常　分 47,370 46,585 ▲ 786 98.3
計 （ 総 会 計 ） 1,595,698 1,589,411 ▲ 6,287 99.6

公 営 企 業 会 計 47,761 46,983 ▲ 779 98.4
うち 震災対応分 391 398 7 101.9

うち 震災対応分 790 627 ▲ 163 79.4
うち 通　常　分 3,256 3,292 36 101.1

うち 通　常　分 431,181 402,726 ▲ 28,456 93.4
準 公営企業 会計 4,047 3,919 ▲ 127 96.9

特 別 会 計 433,620 404,945 ▲ 28,675 93.4
うち 震災対応分 2,438 2,219 ▲ 219 91.0

うち 震災対応分 263,220 208,945 ▲ 54,275 79.4
うち 通　常　分 847,051 924,620 77,569 109.2

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

一 般 会 計 1,110,271 1,133,565 23,294 102.1

Ⅲ　令和２年度当初予算案の規模

一般会計の規模は １兆１,３３６億円（対前年度比　＋２.１％）

震災対応分　 ２,０８９億円（対前年度比　▲２０.６％）

通常分　　　 ９,２４６億円（対前年度比　＋９.２％）

総会計では １兆５,８９４億円（対前年度比　▲０.４％）

震災対応分　 ２,１２２億円（対前年度比　▲２０.５％）

通常分　 １兆３,７７２億円（対前年度比　＋３.６％）

　震災対応分は、対前年度比で５４３億円の減。公共土木施設やオフサイトセンター等に係る災害
復旧事業費や応急救助費、中小企業等復旧・復興支援費などの復興関連事業費が減少したことなど
による。
　通常分は、重点事業に対するマイナスシーリングの設定や既存事業の見直しを行う一方で、昨年
の台風第１９号からの復旧・復興、幼児教育・保育の無償化や高等教育の修学支援に係る経費を計
上するなどした結果、対前年度比で７７６億円増加。

　震災対応分は、公債費特別会計の元利償還金の減少などにより２億円の減。通常分は２８５億円
の減。中小企業高度化資金特別会計において台風第１９号に係る貸付が増加する一方、公債費特別
会計における元利償還金が減少したことなどによる。

　震災対応分は、港湾整備事業特別会計の元金償還金の減少などにより２億円の減。通常分は、港
湾整備事業特別会計における施設の管理運営費の増加などにより微増。

　震災対応分は微増。通常分は、水道用水供給事業会計における企業債償還金や建設改良費の減少
などにより８億円の減。

（単位：百万円，％）

区　　分
令和元年度

A
令和２年度

B
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・

・

・

・

・

軽油引取税は、復興事業による軽油需要が減少すると見込まれることから、対前年度比６.３％の減

17,764 15,578 ▲ 2,186 87.7そ の 他 の 税

291,000 293,200 2,200 100.8計

83,962 79,902 ▲ 4,060 95.2

68,596 78,687 10,091 114.7

対前年度比較
(B/A)×100

主な増減理由

60,120 59,743 ▲ 377 99.4

個人県民税は、前年度における納付実績等を考慮し、対前年度比０.６％の減

みやぎ発展税（法人事業税の超過課税）は約４４億円で対前年度比６.５％の減､みやぎ環境税（個人
県民税及び法人県民税の超過課税）は約１７億円で対前年度比０.２％の減

法人県民税・法人事業税の法人二税は、交付税原資化のための法人県民税の税率引下げの影響や経済
動向などを見込んで、対前年度比４.８％の減

地方消費税は、税率引上げの影響などにより、対前年度比１４.７％の増

１　県税

県税収入は ２,９３２億円（対前年度比　＋０.８％）

Ⅳ　歳入の状況（一般会計）

＜参考＞ 

385 101.1

26,361 24,708 ▲ 1,653 93.7

自動車税は、昨年１０月の環境性能割導入などの制度改正の影響等により、対前年度比１.１％の増

区　　分

個 人 県 民 税

法 人 二 税

地 方 消 費 税

軽 油 引 取 税

（単位：百万円，％）

令和元年度
A

令和２年度
B

増減額
B-A

自 動 車 税

自動車取得税廃止

前年度実績等

税率引下げ

税率引上げ

復興需要の減少

制度改正34,197 34,582

※Ｈ２２年度からＨ３０年度は最終現計予算額、Ｒ元年度は２月補正（第５号）後現計予算額

※四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

●震災対応予算の編成状況（一般会計及び総会計）
（単位：億円）

区分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２９ 合計

一般会計 256 15,432 10,797 8,189 5,907 5,733 3,836 2,823 2,089 63,047

総会計 301 16,114 11,387 8,449 5,924 5,744 3,865 2,867 2,122 64,975

Ｈ２８

4,920

5,102

Ｒ元

3,065

3,101

Ｈ３０ Ｒ２

※震災分を除く通常分

増減率

●一般会計当初予算規模の推移
（単位：億円，％）

区分 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２８ Ｒ元 Ｒ２Ｈ２７

11,103 11,33614,259規模 7,841 8,363 8,396 8,400 16,823

2.1▲2.2 ▲10.9 ▲8.5増減率 ▲1.8 6.7 0.4 0.0 100.3

8,4718,436

▲9.6 ▲4.2 ▲3.6 ▲0.9

8,436

4.0

7,774 7,798 8,112 8,911

15,213 14,580

9,246

▲7.5 0.3 4.0 5.6 1.9 9.2

8,313

▲5.3 ▲1.5

Ｈ２９ Ｈ３０

12,250 11,20613,744



・

・

※

※Ｒ元年度は地方法人特別譲与税の額を記載

・

・

・

・

・

・

2,514 2,545 31 101.2

39,206 39,556 350 100.9

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

36,692 37,011 319 100.9

区　　　分

特 別 法 人 事 業 譲 与 税

そ の 他 の 譲 与 税

計

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

地方特例交付金は １３億円（対前年度比　▲５０.８％）

（単位：百万円，％）

令和元年度
A

令和２年度
B

子ども・子育て支援臨時交付金 1,388 0 ▲ 1,388 皆減

85 107.2

▲ 1,303 49.2

1,176 1,261

減収補塡特例交付金は、国における総額の伸び率から、対前年度比７.２％の増

令和元年度の単年度限りの措置であった子ども・子育て支援臨時交付金は、皆減

区　　　分

減 収 補 塡 特 例 交 付 金

令和元年度
A

令和２年度
B

計

３　地方特例交付金

2,564 1,261

実質的な普通交付税
（普通交付税＋臨財債） 170,300 175,600 5,300 103.1

普 通 交 付 税 131,300 138,700 7,400 105.6

39,000 36,900 ▲ 2,100 94.6臨 時 財 政 対 策 債

計 207,400 212,600 5,200 102.5

区　　　分
令和元年度

A
令和２年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

特 別 交 付 税 2,000 6,000 4,000 300.0

震 災 復 興 特 別 交 付 税 74,100 67,900 ▲ 6,200 91.6

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

普 通 交 付 税 131,300 138,700 7,400 105.6

区　　　分
令和元年度

A
令和２年度

B

４　地方交付税

地方交付税は ２,１２６億円（対前年度比　＋２.５％）

普通交付税は、国における総額や県税収入の見通しなどから、対前年度比５.６％の増

普通交付税と臨時財政対策債を合算した実質的な普通交付税の額は、対前年度比３.１％の増

震災復興特別交付税は、河川等災害復旧費や応急救助費、中小企業等復旧・復興支援費などの事業費
の減少を反映し、対前年度比８.４％の減

（単位：百万円，％）

特別交付税は、台風第１９号関連事業見合いの歳入を見込み、対前年度比３倍の大幅増

２　地方譲与税

地方譲与税は ３９６億円（対前年度比　＋０.９％）

新たに創設された特別法人事業譲与税は、前年度の地方法人特別譲与税と比べ０.９％の増

（単位：百万円，％）

その他の譲与税は、森林環境譲与税の増加などにより、対前年度比１.２％の増



・

・

・

・

・

・

・

・

退職手当債は、将来負担軽減のため計上を見送り、皆減

皆減

（単位：百万円，％）

うち 財源対策分 12,000 12,000 0 100.0

繰 入 金 66,584 65,408 ▲ 1,175 98.2

諸 収 入 105,554 102,049 ▲ 3,505 96.7

国 庫 支 出 金 201,492 192,831 ▲ 8,661 95.7

（単位：百万円，％）

区　　分
令和元年度

A
令和２年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

※四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

６　その他の歳入

国庫支出金は、東日本大震災災害復旧費や応急救助費に係る国庫負担金が減少したことなどにより、
対前年度比４.３％の減

諸収入は、中小企業経営安定資金等の貸付金元利収入の減少などにより、対前年度比３.３％の減

繰入金は、東日本大震災復興交付金基金からの繰入が増加する一方、富県宮城推進基金からの繰入が
減少したことなどにより、対前年度比１.８％の減。基金別の主な繰入額は、東日本大震災復興交付金
基金２６２億円、富県宮城推進基金５２億円、東日本大震災復興基金４３億円等

財源不足を補うための基金繰入金は、財政調整基金から１２０億円。これにより令和２年度末の財政
調整関係基金残高は、財政調整基金６７億円、県債管理基金（一般分）１９８億円の計２６５億円と
なり、平成３０年度末残高から１６５億円減少（※令和元年度２月補正予算（第６号）見込額まで反映後)

復 興 資 金 手 当 債 1,468 1,444 ▲ 24 98.3

計 87,365 100,869 13,503 115.5

災 害 復 旧 債 1,135 4,874 3,740 429.5

行 政 改 革 推 進 債 3,908 4,845 938 124.0

建 設 地 方 債 等 47,065 63,969 16,903 135.9

通 常 債 40,555 52,805 12,251 130.2

５　県債

県債は １,００９億円（対前年度比　＋１５.５％）

主に投資的経費に充当する建設地方債等のうち、通常債は、防災・減災、国土強靱化対策や緊急浚渫
推進事業、高等学校建設費などの増加により、対前年度比３０.２％の増

臨 時 財 政 対 策 債 39,000 36,900 ▲ 2,100 94.6

災害復旧債は、台風第１９号関連事業の増加により、対前年度比４.３倍の大幅増

臨時財政対策債は、対前年度比５.４％減の３６９億円

区　　　分
令和元年度

A
令和２年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

退 職 手 当 債 1,300 ▲ 1,3000



 

・

・

・

・

・

・

・

・

歳出全体に占める構成比は３２.９％

人件費は、会計年度任用職員制度導入に伴う一般行政経費からの移行などによる給料等の増加や退職
者増に伴う退職手当の増加などにより、対前年度比２.１％の増

２　投資的経費

投資的経費は ２,９２４億円（対前年度比　▲１.１％）

台風第１９号関連経費の計上などにより、通常分が４０４億円増加したが、震災対応分が災害復旧事
業の進捗に伴い４３７億円減少したため、対前年度比３２億円の減。なお、歳出全体に占める構成比
は２５.８％

補助事業は、対前年度比２.９％の減。公共事業は防潮堤の整備等により震災対応分が増加したほか、
通常分も台風対応や防災・減災、国土強靱化対策などに伴い増加し、対前年度比１３９億円増の
１,３３０億円。災害復旧事業は震災対応分の減少などで、対前年度比１８３億円減の６２１億円。公
共事業及び災害復旧事業以外のその他分は、応急仮設住宅の解体経費の減少などにより、対前年度比
１９億円減の１９０億円

単独事業は、対前年度比０.４％の増。公共事業は、対前年度比２億円増の１１５億円。災害復旧事業
は南三陸警察署や被災駐在所の復旧費の増加などに伴い、対前年度比１９億円増の５０億円。公共事
業及び災害復旧事業以外のその他分は、高等学校校舎改築費が増加したものの、放射光施設の整備に
対する助成や障害者支援施設整備費の減少などにより、対前年度比１９億円減の３４１億円

国直轄事業は、河川整備の増加等を見込み、対前年度比１１.６％の増

１　義務的経費

義務的経費は ３,７２７億円（対前年度比　＋０.８％）

扶助費は、施設型給付費・地域型保育給付費負担金などの増加により、対前年度比３.３％の増

公債費は、元金償還金、利子支払費ともに減少し、対前年度比２.４％の減

※補助事業及び単独事業には受託事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

合　　計 1,110,271 1,133,565 23,294 102.1

県 税 交 付 金 等 127,179 139,347 12,168 109.6

一 般 行 政 経 費 317,782 329,042 11,260 103.5

国 直 轄 事 業 24,866 27,749 2,883 111.6

単 独 事 業 50,388 50,582 194 100.4

補 助 事 業 220,405 214,114 ▲ 6,292 97.1

投 資 的 経 費 295,659 292,444 ▲ 3,214 98.9

公 債 費 111,946 109,212 ▲ 2,735 97.6

扶 助 費 43,813 45,243 1,430 103.3

人 件 費 213,891 218,276 4,385 102.1

義 務 的 経 費 369,651 372,731 3,080 100.8

Ⅴ　歳出の状況（一般会計）

（単位：百万円，％）

区　　分
令和元年度

A
令和２年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100



・

・

３　一般行政経費

一般行政経費は ３,２９０億円（対前年度比　＋３.５％）

震災対応分は、中小企業等復旧・復興支援費や中小企業経営安定資金等貸付金が減少したことなどに
より、対前年度比１０３億円減の５０８億円

通常分は、台風第１９号に係る中小企業等復旧・復興支援費に加え、高等教育の修学支援に要する経
費を計上したことなどから、対前年度比２１６億円増の２,７８３億円

※災害復旧事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

土地改良償還負担金除きの実質 23,263 24,667 1,404 106.0

合　　　　　計 24,866 27,749 2,883 111.6

うち土地改良償還負担金 1,603 3,082 1,479 192.3

農 林 水 産 省 所 管 分 2,079 3,394 1,315 163.3

国 土 交 通 省 所 管 分 22,787 24,355 1,568 106.9

※受託事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

【国直轄事業の内訳】 （単位：百万円，％）

区　　分
令和元年度

A
令和２年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

そ の 他 56,886 53,093 ▲ 3,793 93.3

災 害 復 旧 事 業 83,535 67,126 ▲ 16,410 80.4

公 共 事 業 130,372 144,477 14,105 110.8

合　　　　　計 270,793 264,695 ▲ 6,098 97.7

そ の 他 35,981 34,102 ▲ 1,879 94.8

災 害 復 旧 事 業 3,070 4,986 1,916 162.4

公 共 事 業 11,337 11,494 157 101.4

単 独 事 業 50,388 50,582 194 100.4

その他（国基金事業を含む） 20,905 18,991 ▲ 1,914 90.8

災 害 復 旧 事 業 80,466 62,140 ▲ 18,326 77.2

公 共 事 業 119,035 132,983 13,948 111.7

補 助 事 業 220,405 214,114 ▲ 6,292 97.1

【補助事業・単独事業の内訳】 （単位：百万円，％）

区　　分
令和元年度

A
令和２年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100



・

・

（単位：億円）

・

【令和２年度単年度の対策効果】 （単位：億円）

【前年度からの継続効果】 （単位：億円）

計 15

復興のための人的資源の確保と人
件費総額の適正管理

8 退職手当の削減８億円

予算削減率設定の継続と予算の質
向上

6 予算削減率設定の継続６億円

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

安定した歳入基盤の確立 1 広告掲載・ネーミングライツの一層の充実１億円

予算削減率設定の継続と予算の質
向上

5 事業の見直し５億円

計 72

県有資産の活用 3
未利用地の売却・貸付１億円
特別会計等の資金活用２億円

特例的な県債の活用 63
行政改革推進債の活用４９億円
復興資金手当債の活用１４億円

上記の対策を講じてもなお生じる財源不足１２０億円については、財政調整基金の取崩しで対応

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

安定した歳入基盤の確立 1 県税収入などの未収金の縮減１億円

予算削減率設定の継続と予算の質
向上 11 事業の見直し５億円

予算削減率設定の継続６億円

計 87

特例的な県債の活用 63 行政改革推進債の活用４９億円
復興資金手当債の活用１４億円

復興のための人的資源の確保と人
件費総額の適正管理 8 退職手当の削減８億円

安定した歳入基盤の確立 2 県税収入などの未収金の縮減１億円
広告掲載・ネーミングライツの一層の充実１億円

県有資産の活用 3 未利用地の売却・貸付１億円
特別会計等の資金活用２億円

Ⅵ　財源確保対策

財源不足を解消するため、新・みやぎ財政運営戦略（平成３０年２月策定。対象年度：平成３０年度～
令和２年度）に基づき、歳入歳出両面にわたる取組を着実に実施

令和２年度は、必要性や優先度が高い事業への重点化などによる通常事業の徹底的な見直しに加え、特
例的な県債を活用するなど、更なる財源確保対策を継続

【令和２年度財源確保対策】

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容
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